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各 9 地域の特徴について整理している。 












【キーワード】 東日本大震災  長期化する仮設住宅の暮らし  仮設住宅の撤去・集約化 
        支援のあり方 
 
（内容の概要） 
  1 ．陸前高田地域再生支援研究プロジェクトの調査活動について 
  2 ．応急仮設住宅の撤去・集約化の基本方針（改訂版）の公表と自治会役員等居住者の声 
  3 ．7年目を迎えた仮設住宅における暮らしの概要 
  4 ．外部支援団体等による取り組みについて 
  5 ．新たなコミュニティづくりへの課題と取り組み 
  6 ．各地区における仮設住宅の暮らし 
   ① 高田町の仮設住宅 
   ② 竹駒町の仮設住宅 
   ③ 横田町の仮設住宅 
   ④ 気仙町の仮設住宅 
居住 7年目を迎えた岩手県陸前高田市 
仮設住宅における被災者の暮らし 
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   ⑤ 米崎町の仮設住宅 
   ⑥ 広田町の仮設住宅 
   ⑦ 小友町の仮設住宅 
   ⑧ 矢作町の仮設住宅 
   ⑨ 気仙郡住田町の仮設住宅 
 １．陸前高田地域再生支援研究プロジェクトの調査活動について 
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ることとしている。以上の本調査研究に関する倫理上の配慮に関する一連の手続きについて、事前





 陸前高田市は、平成30（2018）年 4 月以降に市内応急仮設住宅に係る「特定延長」が導入され
る見込みとなったことを踏まえ、平成29(2017)年 6 月に「応急仮設住宅の撤去・集約化の基本方
針（改訂版）」を公表している。これは、市内外の応急仮設住宅及びみなし仮設住宅等に入居され
ている世帯を対象に、平成28(2016)年 8 月 5 日～ 8 月31日にかけて、住宅再建に関する最終確認
調査を実施し、その取りまとめ結果を踏まえたものとされている。 
 この「特定延長」とは、平成28（2016）年 5 月に応急仮設住宅の供与期間は、共用開始から 7 
年間とし、 8 年目以降に関しては特定の事情がある方に限定して入居期間が延長される措置であ
り、特定の理由としては、下記の例があげられている。 
 例 1 ：未完成の災害公営住宅への入居を希望している方。 
 例 2 ：土地区画整理事業や防災集団移転促進事業による自宅の再建先は決まっているが、工期
等の関係から仮設住宅を退去できない方。 












 平成30年度は、各町 1 箇所程度に撤去・集約化することを目指します。公有地への集約を基本
居住 7年目を迎えた岩手県陸前高田市 
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 そして、町毎の仮設住宅の集約化計画（改訂版）を公表している。平成28(2016)年 3 月に公表
した町毎の集約化計画と今回の改訂版の新旧対照表を、別紙 2 のとおり公表している。 



























 突然 2 年前倒しになったことを新聞報道で知った居住者の立場から考えると、驚きと戸惑いが
生じるのは当然のことと言える。市は、 7 月に地域単位に説明会を開催しているが、特に 2 年前
居住 7年目を迎えた岩手県陸前高田市 
仮設住宅における被災者の暮らし 
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倒しをする仮設住宅については、方針を変更する前に、個別的に自治会を通して居住者の声や意見
を聴取すべきであったと言える。 
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 ３．７年目を迎えた仮設住宅における暮らしの概要  
 




 岩手県復興局生活再建課によると、2017年 8 月末現在の陸前高田市の応急仮設住宅の状況は、





             岩手県復興局生活再建課（2017年 8月 31日現在） 
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表2 今回の調査で自治会長が把握している仮設住宅団地の居住戸数 












高田町 6/9 513 約 125 24.4％
竹駒町 6/6 272 104 38.2％
横田町 3/3 181 44 24.3％
気仙町 2/2 42 16 38.1％
米崎町 3/7 260 約 50 19.2％
広田町 1/2 198 10 5.0％
小友町 1/5 282 58 26.6％
矢作町 5/5 153 45 29.4％
計 27/39 1,901 452 23.8％
住田町 2/2 69 26 37.7％
合計 29/41 1,970 478 24.3％  
 昨年の同時期と比較すると、解体戸数は166戸増え、入居戸数は398戸（減少率39.1％）減ると
ともに、入居者数は、960人（減少率38.2％）減っている。 














 このように、本年 8 月時点での仮設住宅の被災世帯の入居状況は、この 1 年間で全体的にかな
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 高田 1 中や長砂団地、また竹駒町、矢作町の団地の中には、自治会の役員体制を維持し、チラ
シの配布や草刈り、小規模ながらお茶っこやお花見などの行事を継続しているところもある。特に










                           （法政大学／宮城 孝） 
 ４．外部支援団体等による取り組みについて 
 
 震災 7 年目を迎えた陸前高田は、復興に向けて大きく変化している。かさ上げされた高田町の中
心部では商業施設や市立図書館がオープンし、市内各地では災害復興住宅が全て完成しつつある。
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 今回の調査では、2016年 9 月以降に延べ76の団体および個人（53団体、 5 個人）が外部支援を
実施したことが分かった。団体の内訳は、「NPO・ボランティアグループ」が16団体、「大学」が
10、「中高生」が 4 、「生協・組合」4 、「宗教団体（寺・教会）」が 3 、「企業」3 などと続く。 
 活動内容は、「交流会や各種イベントの実施」が18件、「居住環境の整備」が 8 件、「物資提供」
が 8 件、「各種教室・サロンの実施」が 6 件、「仮設運営支援」5 件、「足湯・マッサージ」5 件と
続き、「お茶会・カフェの実施」、「金銭支援」、「相談会・情報提供」がそれぞれ 2 件、「子ども支
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 2013年 4 月からは、難民支援協会をはじめ、桜ライン311・陸前たがだ八起プロジェクト・P＠
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 栃が沢災害公営住宅は、住戸301世帯の内、現在(2017年 8 月上旬)227世帯が入居している。居
- 78 -
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 自治会は、本年 3 月17日にコミュニティホールの大ホールに216世帯が集まり、73名が委任状に





とのこと。納涼祭には、約200名が集まり、入居当初の2016年 9 月から始めた毎朝 9 時に集会所前
で行うラジオ体操には、現在30名以上が集まっている。復興支援協議会の支援により、お茶会を










とである。子どもは，小学生は 4 ～ 5 人で少ない状況である。 



















 高田町の仮設住宅は、高田 1 中グラウンドが150戸、長砂（高田高校第二グラウンド）が144戸
と比較的規模の大きい団地を始めとして、その他12戸から46戸の中小の団地合わせて計 9 団地513
戸が、高田町地域に点在して建設されている。 







 高田町の仮設住宅は、昨年 8 月から 1 年間で合計162戸とかなり多くの世帯が転居している。転
出は、昨年町内に建設され、夏以降入居が本格化した県営栃ヶ沢災害公営住宅への転出が多く、ま






であるが、障害者が 2 名、未就学児が 6 名、小学生が 1 名、中学生が 4 名となっている。 
 自治会長からは、特に配慮が必要な方は、ほとんどいないとのことだが、独居高齢者などの中で、
まだ転居先が不明な方もいるとのことで、今後、撤去・集約化が進む中で、ていねいに対応してい
くべき方もいると考えられる。      
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空き住戸の利用と管理 








 居住者が比較的多い高田 1 中と長砂団地では、役員体制は維持されており、総会を開催し、以




 行政からの月 2 回の回覧板用のチラシの配布数が多く、かなりごみとなってしまうことや、共
同募金の寄付の徴収が負担になっているとの声があり、そもそも経済的に厳しい仮設住宅の居住世
帯から寄付金を徴収する必要があるのか疑問に思われる。 
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はない。2017年 8 月21日現在（以下同様）、合計 6 団地に272戸の仮設住宅が所在し、その半数の
136戸が居住用に利用されている。従前居住地別に見ると、気仙町（今泉）が85戸、高田町が22戸、
竹駒町が 2 戸、米崎町が 1 戸、目的外使用が32戸である。なお、目的外使用以外の世帯分離住戸
は 6 戸となっている。 
 
居住者の転出入 





 団地別に見ると、この 1 年間で最も転出が多かったのが、沖の沢（竹駒小）の32戸であり、そ
の半数以上の18戸が栃ヶ沢の災害公営住宅に転出した。自力再建は 7 戸の転出を確認している。
次いで転出が多かったのが細根沢団地の17戸（14世帯）である。ここも半数以上の 8 戸が栃ヶ沢
の災害公営住宅に転出し、自力再建による転出は 8 戸（5世帯）だった。昨年世帯分離していた 3 
世帯は全ての世帯が自力再建で転出した。相川団地からの転出した 6 戸は全て災害公営住宅に
移った。今泉出身者でも栃ヶ沢の災害公営住宅に 3 戸転出した。最も居住世帯の多い滝の里団地
自治会役員へのインタビューの様子 （高田 1中団地） 仮設団地の東側に総合交流センターを建設中 （長砂団地）
居住 7年目を迎えた岩手県陸前高田市 
仮設住宅における被災者の暮らし 






 竹駒町の仮設住宅には 1 年前、独居老人が合計で20人いたが、現在は 2 人のみで、いずれも女
性で、今泉の高台の造成を待っている。独居老人のほとんどが災害公営住宅に転居した。要介護高
齢者は 1 人災害公営住宅に転出したが、3 人がまだ居住している。 
 15歳未満の子どもは、前回調査から15人減ったが、未就学児が 4 人、小学生が11人、中学生が
14人の合計29人が 7 年目になっても仮設住宅に居住している。 
 
空き住戸の利用と管理 
 空き住戸は、昨年度から倍増し、 6 団地で合計112戸あった。その半数の64戸が仲の沢(竹駒小)
団地に集中している。滝の里団地も倍増して18戸になり、細根沢団地もこの 1 年間で16戸の空き
住戸が生じた。仮設住宅の空き住戸が増えることは望ましいことだが、滝の里、相川、下壺の 3 
団地は 2 割程度にとどまっている。 







校庭として使えるようになるのは、来年 8 月の夏休み明けになるようである。 
 
住環境の問題と改善 
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空き住戸周辺にのみ除草剤を散布（仲の沢団地）     インタビュー風景（上壺団地）   
居住 7年目を迎えた岩手県陸前高田市 
仮設住宅における被災者の暮らし 
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■横田町の仮設住宅 
仮設住宅の生活状況と撤去集約 















一方で、横田町狩集団地が解体されたことから、横田小学校団地に移られた方が 2 世帯ある。 
 現存する 3 団地それぞれの転出状況を見ると、最も多かった横田中学校団地で23世帯、堂の沢








 横田町仮設住宅で独居老人の方は堂の沢団地に 2 名いるのみで、高田町の区画整理待ちとなっ
ている方が 1 名、横田町内で再建場所の整備を進めている方が 1 名となっている。身体に不安があ
る方も車椅子生活の方が 1 名いるのみで、多くの高齢者が公営住宅へ転出したことがわかる。子
どもも未就学児が 3 人、小学生が 7 人、高校生 1 人と少なく、3 団地とも 1 世帯の兄弟が残ってい
- 86 -
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る程度との状況が聞かれた。 

















































（長部小）、牧田第 2 、要谷の 4 団地がこの 1 年間に解体撤去された。2017年 8 月21日現在（以下
同様）、二日市団地と二日市第二団地の 2 団地に42戸の仮設住宅が所在し、その 4 割弱の16戸が居
住用に利用されている。居住者は全て従前気仙町に居住していた住民で、長部地区出身世帯が 8 
戸、今泉地区出身世帯が 8 戸となっている。 
 
居住者の転出入 
 気仙町の仮設住宅は、昨年 8 月から 1 年間で合計48戸の転出があった。それらの多くは月山を
はじめとした長部地区の防災集団移転団地と今泉地区の高台（土地区画整理事業地内）の建設され
た災害公営住宅に転出した。この 1 年間に解体・撤去された団地のうち上長部と牧田第 1 （長部
小）の団地では、合計 8 戸が住宅再建を待たなければならず、二日市団地に転入した。 
 二日市団地では、この 1 年間で合計 6 戸の転出があり、そのうち 2 戸は月山の防災集団移転団
地に転出した。他はおそらく長部か今泉の災害公営住宅に転出したとみられている。二日市第二団
地の転出者は 3 戸であり、そのうち 1 戸は二日市第三団地があった民有地に自主再建し、残りの 2 
戸は災害公営住宅に転出した。      
インタビュー風景（横田小学校団地） 共同菜園終了に伴う宅地造成 （堂の沢団地）
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高齢者と子どもの暮らし 




 15歳未満の子どもは 1 年前、3 人いたが、全員転出した。二日市団地に住んでいた小学生は災害
公営住宅に転出した。上長部団地に住んでいた未就学児 2 人の世帯の転出先は定かではない。 
 
空き住戸の利用と管理 
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 市の「応急仮設住宅の撤去・集約化の基本方針（平成29年 6 月改訂）」では、今年度内に堂の前、
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 その他、体が弱い方（神田（旧米崎中）仮設住宅に 1 人）や、地域と関わりたがらない方（川
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  まちの将来を語る自治会長（神田団地）   インタビュー後も集会所前で長話（川内団地） 
 ■広田町の仮設住宅 
仮設住宅の状況 
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被災者の居住状況 
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矢の浦地区は平成29年度 4 月以降解体予定となっている。すでに柳沢地区は平成29年 6 月 9 日～












132 戸の仮設住宅もいまは空家が 9割 隣接地では新たな県道の工事が進む （旧広田水産団地）
居住 7年目を迎えた岩手県陸前高田市 
仮設住宅における被災者の暮らし 
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自治会活動・外部支援について 
 モビリア自治会への全般的なサポートは八起プロジェクトによってなされている。現会長は、
2015年 9 月に就任した。当団地では毎年 9 月、集会場で総会を開催し、会長、副会長、会計、監
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 矢作町の仮設住宅には、2017年 8 月現在、独居高齢者は、3 名のみとなっている。昨年は 7 名
だった。自治会長、自治会長代理からのヒアリングでは、見守りや注意が必要な認知症の高齢者が
全体で 1 名いるが、若い年齢層の居住者として 5 つの仮設住宅全体で未就学児が 1 名、小学生が 1 
名、中学生が 1 名、高校生が 2 名の合計 5 名がいる。2016年には未就学児が 4 名、小学生が 3 名、
中学生が 3 名、高校生が 3 名の計13名が居住していたことから、若い居住者層でも半数以上がこ
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空き住戸の利用と管理 




























 市が2017年 6 月に改訂した「応急仮設住宅の撤去・集約化の基本方針」によると、矢作町では、
2017年秋に矢作小学校敷地内にある神明前仮設住宅が解体撤去される予定の他、2018年 3 月末ま
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大船渡市 2 戸、広田町と気仙沼市が各 1 戸、目的外使用が13戸となっている。 
 
居住者の転出入 
 昨年居住住戸が 2 戸になった火石団地は、周辺の道路改良事業のため、昨年12月に全13戸が解
体・撤去された。居住していた世帯は昨年10月に本町仮設住宅に転入した。その本町団地からは
この 1 年間で 2 世帯が高田町に住宅を再建し、中上団地からは 2 世帯が大船渡市に転出した。目











 住田町の仮設住宅は 2 名以上が入居条件となっていたので、これまでは独居老人がいなかった
が、現在は 2 名の独居老人が中上団地に居住している。 
 15歳未満の子どもは、昨年 8 月から 1 人減ったが、2 人が小学校から中学校に進学し、小学生が 
3 人、中学生が 4 人の合計 7 人が居住している。 
 
空き住戸の利用と管理 
 住田町の仮設住宅は、 2 団地を合計すると、派遣職員住宅などの目的外使用に13戸、居住用以
外に 5 戸が居住者の談話室等として利用されており、16戸が空き住戸になっている。団地別の内
訳は、中上団地が14戸、本町団地が 2 戸である。 
 住田町は、災害救助法の適用外で建設されたため、空き家となった仮設住宅は、解体費は自己負
担とし、1 戸 3 万円で払い下げている。昨年中に解体撤去された火石団地の13戸については76件の
申し込みがあり、住田町からの応募と被災地での住まいとしての活用を優先して払い下げ先が決
まった。また、転出に伴って生じた中上団地の空き住戸 2 戸は、陸前高田市高田町の介護老人保
健施設の松原苑が職員用住居として払い下げる予定とのことである。      
居住 7年目を迎えた岩手県陸前高田市 
仮設住宅における被災者の暮らし 
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住環境の問題と改善 
 住田町の仮設住宅は、木材の再利用目的のため、壁に防腐剤を塗っておらず、当初は 2 年間程
度の使用を考えて建設されたため、基礎には生木を使っており、腐食が進行している。リユースす
る場合は、基礎や壁材などを改善する必要があったが、現在居住している住戸については特に対応





在 2 〜 3 世帯しか居ないため、具体的なコミュニティ活動は行われていない。毎年行われてきたお
花見会も今年は開催されなかった。 
 中上団地は、自治会長が入居当初から変わらず、年 1 回の総会や月 1 回交代の班長制は続けてい
るが、恒例のクリスマスパーティは開催しなかった。その代わりとして今年 1 月に元居住者も含め
た新年会を開催した。 
 中上団地では、月 2 回のお茶会や月 1 回の体操教室や手芸教室を続けている。本町団地はお茶会
はやっていないが、思い出の品返却会や転出者を含めた同窓会を行い、そこでお茶をしている。退
居後も高田市内に再建した自宅に個別に訪問し合うなどの付き合いが続いているとのことである。
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